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2022年６月期 連結業績予想と実績値の差異及び特別利益の計上に関するお知らせ 

 

当社は、2021 年８月６日に公表しました 2022 年６月期 連結業績予想と本日公表の実績値に差異が

生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。また、2022 年６月期決算において特別利益を計

上しましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 

 

１．2022 年６月期 連結業績予想と実績値の差異（2021 年７月１日～2022年６月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

7,200 

百万円 

933 

百万円 

1,010 

百万円 

710 

円 銭 

100.72 

実績値（Ｂ） 6,328 787 991 795 112.78 

増減額（Ｂ－Ａ） △872 △146 △18 85  

増減率（％） △12.1 △15.6 △1.8 12.0  

（ご参考）前期実績 
（2021年６月期） 

6,263 809 937 677 96.72 

 

２．差異の理由 

エネルギー関連事業では、子会社である那賀設備（大連）有限公司（以下、「大連工場」という。）

を当社グループのメイン工場として各種案件の製造を進めておりますが、中国のゼロコロナ政策によ

るサプライチェーンの混乱・停滞により、材料の納入時期に遅れが生じるなどの影響を受けたことに

より、売上高は前回発表予想を下回ることとなりました。これに伴い、営業利益、経常利益について

も前回発表予想を下回りましたが、親会社株主に帰属する当期純利益については、後述の特別利益の

計上により前回発表予想を上回りました。 

 

３．特別利益の計上について 

 ① 特別利益の内容 

   大連工場において、将来発生する可能性がある違約金の支払に備えるため、2017 年６月期の連

結決算時において、リスクを合理的に反映した損失見込額を違約金負担損失引当金として計上い



                                       

                                       

たしました。 

これは、大連工場設立に伴う工場建設に先立ち、2012年９月 19日付で大連市国土資源及び房屋

局（以下「当局」という。）と土地使用権譲渡契約（以下「当契約」という。）を締結し、当契約で

は、工場建設計画を 2015 年 11 月までに履行することが定められていました。当契約には、不履

行があった場合、違約金の支払が課せられる旨が規定されていましたが、大連工場は、当時経営環

境が悪化する中、一部の建設が未完成で、期日である 2015 年 11 月までに履行することが出来ま

せんでした。当局に対しては、大連工場の経営状況について定期的に説明を行い、当局より違約金

の請求が行われることはありませんでしたが、2017 年６月期第４四半期に、未完成部分の工場建

設を早期に完了させるよう強く要請されるとともに、現状の契約不履行の状況を踏まえ、当契約

に従い違約金請求の可能性について言及される事態となりました。それを受け、違約金等の支払

に備え、合理的な見積りが可能な範囲で、違約金負担損失引当金として引当計上しました。 

その後、大連工場は、2018年９月 12日に未完成部分の工場を完成させるとともに、完成後の不

動産権利証を 2019 年１月７日に取得しております。 

今般、大連工場の顧問弁護士より土地行政処罰期限及び民事訴訟時効に関する意見書を入手し、

2022 年６月期決算において、違約金負担損失引当金を取り崩し、特別利益として 244 百万円計上

することとしました。 

 

行政処分の期間について 

法律に基づき２年以内に違反が発見されない場合、法令に別段の定めがある場合を除き、それ

以上の行政処分は課されません。そこに定められた期間は、違反した日から起算され、行政処分決

定の期間は、大連工場が不動産証明書の取得行為の終了時である 2019年１月７日から２年間と算

定され、行政処分の罰則期間である２年を超えています。 

 

民事訴訟の時効について 

人民法院に公民権保護を請求できる時効は、法律により３年となっています。法律に別段の定

めがある場合は、その定めによるものとします。従って、大連土地資源住宅局が法に基づき人民法

院に民事訴訟を提起できる期限は３年です。当該契約違反責任の民事訴訟の起算時点は、大連工

場が提出した「プロジェクト投資契約の履行に関する自己点検・是正報告書」を大連土地資源住宅

局が受領した日から３年間となります。未完成の工場を完成させ大連工場が不動産権利証を 2019

年１月７日に取得しましたので、民事訴訟の時効は３年の時効期間を超えています。 

 

② 当該子会社の概要 

名称 那賀設備（大連）有限公司 

所在地 中国大連市 

代表者の役職・氏名 董事長 梅津 泰久 

事業内容 エネルギー関連事業 

資本金 82,319千元 

大株主及び持ち株比率 当社 100％ 

 

以上 


